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 創業 １９８４年６月１日

 主な事業内容

• 個人向けの通信サービス（au・MVNO携帯電話、FTTH、CATV）及びエネルギー・教育サービス等の提供

• 個人向けのコマース・金融・決済・エンターテイメントサービス等の提供

• 企業向けの通信サービス及びICTソリューション・データセンターサービス等の提供

• 海外での個人・企業向けの通信サービス及びICTソリューション・データセンターサービス等の提供

• 通信設備建設及び保守、情報通信技術の研究及び開発等

 社員数 10,968名（単体、2019年3月31日現在）＋6,412名（同左、平均臨時従業員数）

１．組織概要（①ＫＤＤＩ株式会社）
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【沿革】17社が合併

労働組合

【2019年3月期有価証券報告書より】
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 職制は、正社員７種、契約社員３種で構成している。（非管理職）

１．組織概要（①ＫＤＤＩ株式会社）
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職場委員

組合員

 組合員数は、１１，８１６名（2019年12月1日現在）

＜内 訳＞ ＫＤＤＩ社（１０，１３０名）

ＫＤＤＩエンジニアリング社（７１１名）

ＫＤＤＩまとめてオフィス社（９７５名）

 中央本部および５支部体制（本社中央支部・東日本支部・西日本支部・Kエンジ支部・KMO支部）

 中央本部は、専従役員：１４名（うち３名は情報労連へ派遣）、職員：6名（直雇用）で構成

 支部執行委員（非専従）は、全国 で２０９名（うち女性：５４名／2019年12月現在）

 各社とユニオン・ショップ協定を締結済み
（KDDI：2012年1月、KDDIエンジニアリング：2013年4月、KMO：2013年8月）

• 中央執行委員長（１名）
• 副中央執行委員長（２名）
• 事務局長（１名）
• 中央執行委員（７名）
• 特別執行委員（３名）

支部長

副支部長
分会長

事務局長
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１．組織概要（②ＫＤＤＩ労組）
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２．コミュニケーションのチャネル
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チャネル 頻度 会社側 労組側 内容

①経営方針概要協議 年１回

社長、担当役員、
人事本部長、人
事本部内各部長※

１

委員長、副委員
長、事務局長、
中央執行委員

年度ごとの経営
方針や中期経営
計画などに関す
る事項

②団体交渉（中央）
年５回
程度

人事本部長、人
事本部内各部長、
担当ＧＬ

委員長、副委員
長、事務局長、
中央執行委員

労働協約の締
結・改廃、労働
条件に関する事
項（春闘含む）

②団体交渉（地方） ２年１０回
各地区会社幹部
（全国１０地
区）

委員長、副委員
長、事務局長、
各事業所の支部
執行委員

労働組合の活動
報告と意見交換

③事務折衝
年３０回

程度

人事本部内各部
長、担当ＧＬ、
案件担当者

副委員長、事務
局長、中央執行
委員

協定等の締結・
改廃、労働条件
に関する事項

※１ 人事本部内部長とは、人事部長、人材開発部長、働き方改革・健康経営室長をいう。

【１】労働協約上のチャネル



Copyright © 2019 KDDI Workers Union, All rights reserved,

２．コミュニケーションのチャネル
7

チャネル 頻度 会社側 労組側 内容

④労使担当者会議 週１回
人事部内担当Ｇ
Ｌ、同担当者

中央執行委員
（政策担当）

各種情報共有、
案件確認など

⑤働き方改革・健康
経営定例会

月１回

働き方改革・健
康経室長、同担
当ＧＬ、同担当
者、健康保険組
合担当者

副委員長、事務
局長、中央執行
委員

労働時間、健康
促進施策に関す
る事項

【２】非公式のチャネル

チャネル 頻度 会社側 労組側 内容

⑥裁量労働労使委員
会

年２回
裁量労働適用部
門部長、同ＧＬ、
人事部担当者

各事業所の支部
執行委員

法定事項、勤務
実績、健康配慮、
その他課題など

⑦安全衛生委員会 月１回
各事業所担当部
門長、同担当者

各事業所の支部
執行委員が中心

法定事項、各地
区での課題など

【３】法定のチャネル



Copyright © 2019 KDDI Workers Union, All rights reserved,

３．チャネルによりカバーされる範囲
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正社員
（無期雇用）

契約社員
（有期雇用）

受入れ社員
派遣社員
受入出向
業務委託

全チャネルにてカバー
（職種による差はなし）

労使担当者会議、
安全衛生委員会が主

組
合
員

非
組
合
員

嘱託社員
管理職

※組合員ではないが、将来、組合員の
キャリアとして選択される可能性がある
ため考慮した対応としている。
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４．その他の取り組み
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会社

社員意識調査（１回／年）

朝礼／社内放送

社内懇親会

経営状況説明会（４回／年）

目標管理面談（６回／年）

キャリア面談（１回／年）

社内報／メルマガ

労働組合

職場会（３回／年）※

相談窓口での受付（随時）

機関紙／メルマガ／ＨＰ／ＦＢ

 社員・組合員からの意見収集や社員・組合員への情報発信の取り組み

※2018年度実績（2018年8月～2019年7月）
開催回数；893回、参加者数；9,911名（延べ）
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５．効果と課題
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会社の事業展開のスピードが速く、十分な論議が行えない
場合がある。

労使双方のメンバーの入れ替えがあり、過去からの論議の
積み重ねを考慮できない場合がある。

労使協議の対象事項についての認識のズレが生じる場合が
ある。

事前協議制をとっているため、労使間の意見調整を経た上
で施策に合意できる。（→組合員の意見を反映しやすい）

合意の結果およびプロセスを記録（書面）に残すことがで
き、これらの検証が可能となる。

効果

課題
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６.デジタル技術（RPA）の導入について
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• 業務効率化（手作業業務）、業務のデジタルトランスフォーメーション
（DX）化を目的とした定型業務の自動化

 働き方改革（効率化、高付加価値業務へのシフト）

 品質向上（業務スピード向上、ミスや不正の防止）

 属人化防止（業務棚卸、見える化、標準化）

 コスト削減

• RPAについての認識を高める

 RPAへの置き換えありきで考えない（万能ではない、手段の一つ）

 そんなに簡単ではない（操作スキル習得必須、シナリオの継続・維
持体制必須）

 完璧・全てを求めない（業務の一部置き換えから始める）

• 支援体制の整備

 RPAポータルサイトの設置、勉強会の開催、部内コンテストの開催、
ヘルプデスクの設置など

導入にあたり
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６.デジタル技術（RPA）の導入について
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導入事例

No. 部門 ＲＰＡ化した案件

1 人事部門 証明書発行のための社内各システムからの情報統合

2 人事部門 長時間労働の予兆者の抽出と対象者への注意喚起メールの送信

3 総務部門 会議資料のＰＤＦ化

4 総務部門 社用車の利用状況のとりまとめ

5 広報部門 社内ＨＰに掲載した社内報閲覧数の収集

6 経理部門 為替レートの登録作業

7 営業部門 販売実績のサマリー作成

8 技術部門 衛星回線に影響する太陽雑音の発生時間データの自動取得

9 運用部門 台風発生時の情報をＨＰ等より収集し資料を作成

10 運用部門 災害時やイベント時に定期的にTwitterより集計し資料を作成

11 ＣＳ部門 サービス申込審査結果のファイル出力

12 ＣＳ部門 手話通訳の窓口への依頼状況のデータ作成
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６.デジタル技術（RPA）の導入について
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• 導入に対するサポートやバックアップは必要（通常業務の合間で対応せ
ざるを得ない）

• 魔法のツールではなく、出来ることと出来ないことを見極めなければな
らない。

• 部門によって内製が困難な場合があり、外部から専門家を入れて導入せ
ざるを得ない。

課題

【労使コミュニケーションの観点】
• RPA導入にあたり労使間でのコミュニケーションは行っていない。

 組織改正（部門の改廃、新設）、配置転換などが発生する場合には
労使間の各種チャネルにて確認

• 現時点では人員削減を伴うレベルの導入には至らず、業務シフトの域内
であり労組としてポジティブ評価

効果

• 業務効率化が進展し、業務のシフト（高付加価値化）が実現
• RPA導入過程での業務の棚卸により業務整理が実現
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ご清聴ありがとうございました


